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一定の病気等に係る運転者対策に関して道路交通法の一部が改正され、平成２５年６月

１４日に公布された。認知症に関しては、①免許を受けようとする者等に対し、病状に

関する公安委員会の質問に対し虚偽に回答した者に対する罰則、②認知症等を診断した

医師による任意の届出制度、③認知症の疑いのある者を医師の診断までの間、暫定的に

３か月の範囲で運転免許証の停止、の３点が新たに設けられた。このなかで、②の認知

症等の診断の届出に関しては治療あるいは医師患者関係等に種々の支障を及ぼす可能

性があり、慎重な対応が求められる。そのため、認知症に関係する５学会が合同で届出

に関するガイドラインについて協議・策定したので以下に示す。また、本ガイドライン

についてのＱ＆Ａを作成したので併せて参照していただきたい。 

 

 

 医師が認知症と診断し、患者が自動車運転をしていることがわかった場合には、自

動車の運転を中止し、免許証を返納するように患者および家族（または介護者）に

説明して、その旨を診療録に記載する。 

 

 認知症の診断の届出をする際には、患者本人および家族（または介護者）の同意を

得るようにする。 

 

 届出をした医師はその写しを本人もしくは家族（または介護者）に渡すようにする。 

 

 家族または介護者から認知症がある患者の運転をやめさせる方法について相談を

受けた場合には、本人の同意を得ることが困難な場合も含め、状況を総合的に勘案

し相談を受けた医師が届出について判断する。 

 

なお、届出は医師の任意によるものであることに留意すること。 


